
課 題

○ 道内市町村における自転車ネットワーク計画の策定状況は低調であり、計画策

定の推進と計画に基づく通行空間の整備・維持管理を行う必要がある。

○ 自転車通行空間の整備状況には地域差があるため、道と市町村が連携し、本道

の広域性や地理的特性を踏まえた面的な自転車ネットワークの整備の推進が必

要である。

○ 自転車損害賠償保険等への加入促進や加入状況の把握に向けた周知徹底が必

要である。

主な取組（つづき）

○ 安全で安心な自転車道を含む通行空間の整備推進、適切な維持管理

・ 市町村が策定する自転車ネットワーク計画に基づき、矢羽根型路面表示などの自

転車通行空間の整備を推進。

・ 自然公園、名勝、観光施設等を結ぶ大規模自転車道の整備を推進するとともに、

地域の魅力発信や自転車利用の促進に取り組む。

・ 整備した自転車通行空間の適切な維持管理。

・ 「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」に基づき、道路形状や交通量、

周辺環境に応じた設計手法を適用した自転車通行空間の整備を推進。

・ 国、市町村及び道が連携し、自転車通行空間の整備に向けた技術的な情報提供。

○ 損害賠償保険への理解及び加入促進

・ 北海道自転車条例に基づく加入努力義務の周知を強化するとともに、保険加入

の重要性について広く周知を図る。

・ 高額化する損害賠償事例を踏まえ、保険加入の必要性や安心感を具体的に示す

広報活動の展開。

・ 自動車保険・火災保険の特約での付帯状況について、加入者が容易に確認できる

方法を関係団体と連携して検討。

・ 学校や地域団体と協力し、児童・生徒などの若年層や家庭への啓発活動の推進。

TSマーク（自転車向け保険）

主な取組

○ 市町村自転車ネットワーク計画策定の促進

・ 市町村自転車ネットワーク計画の策定状況等を把握し、未策定の市町村に対し

て、「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」を活用し、計画策定によ

るメリットの周知及び策定の促進。

・ 市町村自転車ネットワーク計画の策定を推進し、広域的な観点から関係機関と

連携の上、隣接市町村間におけるネットワークの連続性の確保・推進を図る。
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広がる自転車
展開方向３ ：健康・環境・観光・災害時に資する自転車利用の促進

あらゆる世代の健康づくりや環境負荷の低減、道内観光の活性化、さらには災害

時の移動手段としても効果的な自転車の特性を活かし、安全・安心な利用の促進、

SDGsに資する取組、シェアサイクルの普及、多様なサイクルツーリズム環境の整備

を通じて、自転車の利活用が日常に根づく北海道の実現をめざす。

現 状

○ 本道においては、日常生活における交通手段として自転車を利用している人の

割合は、全国平均を下回っている。

○ 健康志向の高まりに加え、自転車道を含む通行空間の整備が進んできたことか

ら、日常的な健康づくりやレクリエーション目的として自転車を利用する人も多い。

○ 日常生活における自転車の利用は、温室効果ガスの排出を抑え、環境負荷の低

減に大きく貢献しており、SDGs（持続可能な開発目標）の達成にも寄与する。

○ 「トカプチ400」がナショナルサイクルルートに指定されたことを契機に、地域資

源を活かした質の高いサイクルツーリズムの提供に向けて、多角的な取組が展開

されている。

○ 道では「北海道アドベンチャートラベルガイド認定等制度」を創設し、その認定分

野にサイクリングも位置づけ、専門的なガイド人材の育成とサービスの質向上を

図っている。

○ 都市部や観光地ではシェアサイクルの導入が進み、移動手段としての利便性を

活かした観光利用が増加しており、地域の回遊性向上や脱炭素社会の実現にも寄

与している。

○ 自転車は災害時には被災地での小口物資の輸送や情報伝達など、柔軟かつ迅

速な対応が可能な手段として、全国的に注目されている。

○ 「北海道自転車活用等推進連携会議」等の開催により、関係機関及び団体と連携

を図りながら施策を推進している。

課 題

○ 自転車利用を促進するための環境整備や意識醸成が十分とは言えず、利用促進

に向けた取組の強化が必要である。

○ 運動・レクリエーション目的での利用に対応した環境整備や情報提供など利用者

ニーズに応じた取組の強化が必要である。

○ 自転車の環境的な価値や社会的意義についての理解が十分に広がっておらず、

日常生活での利用促進に向けた啓発や支援の強化が必要である。

○ サイクルツーリズムの質向上に向けた取組が進められている一方で、地域ごとの

受け入れ体制や情報発信、ガイド人材の確保にはばらつきがあり、道内全体での

魅力的なサイクルツーリズムの展開には課題が残っていることから、地域資源の

磨き上げと人材育成、広域連携による情報発信の強化が必要である。

○ シェアサイクル等については、地域の特性に応じた交通手段として活用するため、

誰もが安心して利用できる環境の整備や、観光資源との連携強化が必要である。

○ 災害時の移動手段としての自転車について、一般的な認識が低く具体的な備え

も不十分であるため、有効性の周知と具体的な対応の促進が必要である。

○ 道内市町村における自転車活用推進計画の策定状況は、令和7年３月末現在17

市町村と低調である。
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主な取組

○ あらゆる世代の健康増進に資する安全で安心な自転車利用の促進

・健康を維持するための運動量の確保や、運動習慣定着化のための手段として

の自転車利用に関する情報提供。

・日常生活における身体活動量の増加や健康的な生活習慣の維持に寄与する

ことについて、広報等の啓発を通じて道民に周知。

・環境・観光・教育等の関連分野の取組と連携しつつ、結果として道民の健康づ

くりにも資する安全・安心な自転車利用の促進を図る。

・年代に応じた自転車の安全教育・マナー啓発を通じて、安心して自転車を活

用できる環境づくりを進め、その結果として日常的な身体活動機会の拡大に

つなげる。

・福祉分野と連携し、自転車の安全利用を通じた生活機能維持や社会参加の

促進を図る。

○ 環境負荷の低減とSDGs達成に貢献する自転車利用の促進

・市町村が策定する自転車ネットワーク計画に基づき、矢羽根型路面表示など

の自転車通行空間の整備を推進。【再掲】

・自然公園、名勝、観光施設等を結ぶ大規模自転車道線の整備を推進するとと

もに、地域の魅力発信や自転車利用の促進に取り組む。【再掲】

・ゼロカーボン北海道の実現に向け、省エネや自転車・公共交通機関の利用な

ど、出来ることからゼロカーボンの取組を実践していく「ゼロカーボン北海道

チャレンジプロジェクト」を広く呼びかけ、脱炭素型ライフスタイル・ビジネス

スタイルへの転換を促進。

○ 多様なサイクルツーリズム環境の整備と促進

・アドベンチャートラベル推進の一環として、海外旅行会社等を対象とした

FAMツアーの開催や旅行博への出展等を通じて、サイクリングを含むアウ

トドアアクティビティやアドベンチャートラベルのツアーに対する認知度向

上や誘客促進を図る。
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主な取組（つづき）

・サイクリング分野を含む北海道アドベンチャートラベルガイド認定等制度の運営を

通じて、地域におけるガイド人材の育成と受入体制の整備を図る。

・ナショナルサイクルルート「トカプチ400」など、道内各地のサイクルルートを活かし

た広域的なサイクルツーリズムの推進に向けて、関係機関との連携・協働を進める。

・魅力的な情報発信や受入環境の整備を進め、国内外のサイクリストなどが安心し

て楽しめる環境を形成。

○ シェアサイクルの利用拡大による自転車利活用の促進

・都市部や観光地で進むシェアサイクルの取組を地域間で展開し、より多くの地域に

おける活用の促進を図る。

・公共交通や観光資源と連携させた利便性の高いシェアサイクルネットワークを構築。

・シェアサイクル利用者に対し、安全利用に関する周知を徹底し、安心して利用できる

体制を整備。

○ 災害時の自転車活用に向けた啓発

・災害時における自転車の有効性（小口物資輸送、情報伝達など）を広く周知。

○ 市町村自転車活用推進計画策定の促進

・各市町村における自転車活用推進計画の策定を促進し、道全体としての一体的な

推進を図る。

・災害時における自転車の活用を位置付けた自転車活用推進計画の策定の促進。
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【 レレヴァント レポート （関連報告書） Ⅳ 】 ～ 他県市町村の取組状況 ① ～

神奈川県横浜市

横浜市はシェアサイクル事業を積極的に推進し、現在１，０２７ポート（令和７年11月時

点）を展開しており、令和16年度までに1,414ポートの整備を目指している。また、異な

る事業者間での共同ポート化を進めている。ポートの設置にあたってはデータ分析に基

づく適正配置を検討している。

市内の自転車利用環境整備は長期計画に基づ

き進められ、駐輪場など日常利用への施策が中

心。国費を活用し自転車専用道路整備等も行っ

ている。

市営駐輪場は239カ所（令和７年12月時点）

で平均利用率100％と高いが、利用率の低い施

設は民間活用を模索している。放置自転車は回

収・返却・入札処分で対応している。

安全利用・マナー啓発は世代別に幅広く実施し、交通安全教室は市内で年間500回以

上実施しているが、中高生向けの自転車教室は年20校程度に限られるため、ルール

ブック等の配布やＳＮＳ、企業連携によるヘルメット着用啓発動画等のPRを展開。今後

も自転車事故の多い若年層をターゲットとした取組を進めていく。

自転車保険加入率調査は83％と高い。

【出典：北海道 政策科学研修 研修論文（要点再構成）】

【 レレヴァント レポート （関連報告書） Ⅴ 】 ～ 他県市町村の取組状況 ② ～

神奈川県茅ヶ崎市

茅ヶ崎市は、比較的平坦な市街地を有し、徒歩や自転車で日常の用事を済ませやすい

など利便性が高く、「人と人、人とまちの距離感がちょうどよい」ことが特徴である。市は

「自転車健康都市～いつまでも自転車に乗って楽しみ続けられるまち 茅ヶ崎～」を目指

し、自転車の活用を推進している。

自転車ネットワーク計画は、県と共同ではないが、情報共有しながら自転車走行環境

の整備を進めており、道路事業に付随した整備が中心となっている。

シェアサイクルは民間事業者が運営し、交通結節点を中心に展開。イベントや休日利用

が増えており、今後はポートの拡充を目指している。

公共交通との連携では「サイクル＆バスライド」を推進し、駅から離れた地域において、

自転車でアクセス可能なバス停付近に駐輪場を設置している。駐輪場は公益社団法人

茅ヶ崎市シルバー人材センターが指定管理者として管理し、再整備の検討も進む。

代表的な取組として、市民参加型の「自転車止ま

れステッカー大作戦」があり、小学3・4年生がデザイ

ンしたステッカーを、地域と連携して危険箇所に設

置している。交通安全教育は、市と茅ケ崎警察署、一

般財団法人茅ヶ崎地区交通安全協会が連携して事

業を実施している。高齢者向けには、電動アシスト自

転車貸出事業を一定期間実施するとともに、ヘル

メット着用や保険加入の啓発にも取り組んだ。

一定規模以上の開発事業には条例で駐輪

場設置を義務づけるとともに、自転車等放

置禁止区域の指定や啓発活動を通じて市民

意識を高めることで、放置自転車の減少に

つなげている。

県とは広域サイクルルート整備で情報共

有し、市の取組を補完している。

【出典：北海道 政策科学研修 研修論文（要点再構成）】
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